








































































































































































































































上位 高齢者比率（%） 単身世帯比率（%） 単身高齢者比率（%） 単身高齢者数（人）
1 東栄町 47.8 名古屋市 40.7 東栄町 20.0% 名古屋市 98,841
2 豊根村 45.8 長久手市 38.4 豊根村 18.3% 一宮市 9,783
3 設楽町 43.5 刈谷市 35.9 設楽町 16.5% 豊橋市 9,742
4 南知多町 29.6 美浜町 35.2 南知多町 10.2% 春日井市 8,511
5 新城市 28.1 知立市 34.6 名古屋市 9.7% 岡崎市 8,054
… … … … … … … …
下位 … … … … … … … …
5 知立市 16.6 吉良町 17.0 豊田市 4.2% 設楽町 360
4 安城市 16.4 阿久比町 16.2 長久手市 3.6% 東栄町 299
3 刈谷市 15.9 一色町 14.6 みよし市 3.6% 幡豆町 270
2 みよし市 13.7 愛西市 14.5 幸田町 3.3% 豊根村 101

















































































50キロ圏計 19.7 12.7 6.4 5.6 5.1 2.3 2.9 3.6
0～10 –1.4 –6.5 –6.3 –1.7 –6.9 –5.4 2.0 6.6
10～20 25.3 6.2 2.1 3.1 3.7 0.8 2.3 3.6
20～30 40.4 22.5 9.2 8.3 8.7 4.2 4.5 4.4
30～40 37.0 29.7 14.2 8.5 8.2 4.0 2.3 2.4
40～50 14.9 22.1 16.1 10.2 9.0 5.9 2.8 1.9
大阪50キロ圏
50キロ圏計 16.9 9.1 3.6 3.0 2.0 0.9 1.3 0.6
0～10 12.3 –3.4 –3.7 –0.4 –0.7 –1.0 –1.1 0.3
10～20 41.3 19.5 7.2 3.7 1.0 –0.4 1.3 0.8
20～30 20.7 22.3 8.4 5.6 4.3 0.3 5.0 2.2
30～40 14.0 13.2 8.6 6.2 4.7 2.6 2.0 –0.5
40～50 4.5 7.1 2.7 2.4 3.1 4.8 1.0 0.2
名古屋50キロ圏
50キロ圏計 12.9 9.7 5.4 4.0 3.6 2.7 2.3 2.6
0～10 13.8 2.5 –0.3 0.9 1.1 –0.4 0.5 1.9
10～20 24.3 19.6 9.3 4.8 4.9 5.1 4.3 3.3
20～30 14.0 15.7 11.1 8.1 6.2 4.2 3.7 3.9
30～40 8.6 7.5 4.7 3.8 3.6 2.8 1.5 1.8






































名古屋市 877,508 59,890 6.8% 955,851 79,479 8.3% 1,021,227 98,841 9.7%
中 村 区 59,970 6,149 10.3% 63,659 7,412 11.6% 68,877 8,769 12.7%
中 村 3,692 535 14.5% 3,777 621 16.4% 3,767 618 16.4%
米 野 3,190 427 13.4% 3,135 487 15.5% 3,237 501 15.5%































































名古屋市 2005→2010 –2.3% –1.3% 6.5% 15.0% 3.8% 1.3% 0.3% 0.8% –0.5% –0.5% –2.4% –3.9% –4.9% –7.1% –11.4% –19.5% –31.0% –47.8% –67.0% –82.1%
中村区 2005→2010 –3.7% 0.8% 16.7% 28.7% 13.4% –4.7% –0.2% 3.0% 3.8% 3.1% –1.2% –3.7% –4.9% –9.1% –14.7% –24.7% –37.5% –54.8% –70.8% –89.1%
中村 2005→2010 –10.8% –4.7% 3.0% 30.4% –2.6% –21.4% 7.7% –3.1% 1.4% 4.9% –0.6% –4.5% –3.6% –12.7% –18.3% –24.3% –44.6% –51.9% –79.6% –85.0%
米野 2005→2010 9.7% 2.0% 21.9% 41.8% 10.1% 7.0% 0.0% 5.6% 5.2% 4.9% 0.3% –3.2% –6.2% –10.5% –16.8% –24.4% –40.7% –60.8% –84.1% –100.0%
日吉 2005→2010 26.2% 2.1% 12.7% 28.7% 14.3% 1.6% 13.8% 6.0% 6.8% 9.5% 0.2% –4.3% –5.8% –13.4% –19.4% –27.6% –45.2% –56.0% –68.8% –100.0%
名古屋市 2000→2005 –2.4% –2.0% 7.8% 14.8% –0.2% 0.0% –0.3% 0.1% –0.1% –0.8% –2.3% –3.7% –4.0% –6.6% –11.1% –18.5% –30.6% –46.7% –64.3% –82.1%
中村区 2000→2005 –1.6% –0.2% 20.1% 21.4% –3.0% –8.9% –2.0% –0.1% 2.0% –1.2% –2.0% –5.7% –7.4% –9.7% –15.7% –22.2% –33.6% –47.3% –66.0% –82.8%
中村 2000→2005 9.1% 9.3% 17.2% 37.7% –20.5% –21.0% –1.4% –5.6% 7.1% –5.0% –2.5% –5.2% –7.3% –11.4% –16.5% –17.9% –31.3% –33.8% –58.3% –100.0%
米野 2000→2005 4.8% –1.4% 14.4% 6.5% –28.8% –23.1% –9.4% –2.5% 1.5% –7.1% –3.1% –6.0% –14.0% –12.0% –15.0% –26.0% –39.7% –46.4% –79.1% –100.0%
日吉 2000→2005 2.6% 4.3% 14.0% 10.5% –15.3% –18.4% –7.0% –2.1% –3.0% –4.2% –2.0% –7.4% –6.1% –12.2% –15.8% –30.8% –36.1% –55.6% –79.5% –100.0%
資料：「国勢調査」http://www.city.nagoya.jp/shisei/category/67–5–3–6–0–0–0–0–0–0.html より作成
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（5年間の人口変化率）＝（（5年後の5歳加齢した人口）－（当該年の人口））／（当該年の人口）×100
・ 名古屋市全体では、「0～9歳→5～14歳」の子どもと「40歳以上」で人口が減少している。
「子どもとその親」の減少の多くは、前述のように住居環境の改善を求めた名古屋市外へ
の転居だと推察される。「70歳以上」で人口の減少率が10％を超えているが、徐々に死亡
による自然減が影響を与えているものと推察される。
・ 5歳階級別人口の変化を名古屋市全体と三小学校区を比べると、「55歳以上」で三小学校区
での減少率が大きくなっている。特に「80歳以上」の減少率が大きい。
・ 三小学校区の「高齢単身世帯比率の高さ」と「高齢者の減少率の高さ」を考え合わせると、
「（高齢）単身者の集中」と「高齢単身者の死亡率の高さ」が推察できる。
・ 三小学区で「30歳代未満」の、特に「20歳代」での増加とその後の減少が見られるが、収
入の少ない若年層が低家賃の住宅を求めて当該学区に流入し、収入の増加とともに転出す
る様子であると推察される。
まとめ
　以上、リニア中央新幹線ターミナル駅建設に伴う影響の検討として、名古屋駅周辺の現象と
居住要配慮者としての高齢単身世帯の居住地の偏りを検討し、以下のことが明らかになった。
・ 『名古屋駅周辺まちづくり構想』では、交通、業務ビル、商業ビル、観光にかかわる構想
が様々に検討されているが、当該および周辺居住者への配慮はほとんどなされていない。
・ これまで「リニア中央新幹線計画」や「名古屋駅周辺再開発計画」に関する批判的検討と
して、「電磁波の影響」「トンネル工事の地下水への影響など自然環境への影響」「経済の
ストロー効果」などが取り上げられてきた。名古屋圏の都市構造として「栄地区」と「名
駅地区」の商業・業務のボリュームのバランスが論じられることがあるが、低所得者など
住宅確保要配慮者の生活への配慮はほとんど検討されてこなかった。
・ 新聞報道において名駅地区への商業・業務、ホテル、交通機能などの集中およびその影響
としての地価の高騰などが多く報道されているが、名駅地区居住者の日常生活の変化はほ
とんど取り扱われていない。
・ 名古屋駅西側地区に「名古屋駅周辺再開発」による大きな影響を受ける高齢単身世帯の集
住している地区の存在がうきぼりになった。
・ 愛知県内において「高齢単身世帯比率」の高い自治体は山村中心の周辺自治体である。
・ 愛知県内において「単身世帯比率」の高い自治体は、名古屋市およびその周辺自治体であ
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都市再開発による地域生活構造の変化に関する考察（岡本）
る。単身高齢者数の多い名古屋市や周辺自治体での将来の高齢単身世帯問題が懸念され
る。
・ 名古屋市内の小学校区別データを検討すると、高齢化率と高齢単身世帯率は高い相関が
あった。
・ 高齢化率の高い小学校区は名古屋市内に散在しているが、その中で高齢単身世帯比率の高
い「中村」「日吉」「米野」小学校区は名古屋駅の南西部に連なっている。
・ 「中村」「日吉」「米野」小学校区の高齢単身世帯比率は名古屋市全体に比べて高い。
・ 「中村」「日吉」「米野」小学校区の5歳階級別人口の推移を見ると、若年層が増加し、高齢
単身世帯が多いなど、低所得世帯が居住地として選択している地区であることが推察され
る。しかしながら高齢者の減少率が名古屋市全体より大きく、特に後期高齢者の減少率の
大きさは際立っている。このことは若年層および高齢単身世帯の居住を受け入れやすい住
宅が三小学校区に集中して立地していることを示しているが、高齢者特に後期高齢者の減
少が大きいことから高齢者が住み続けるには適さない住宅が立地していることを示唆し
ている。
・ 「名古屋駅周辺再開発計画」は交通、業務、商業、観光などの整備水準を高めることにな
るが、現在三小学校区で受け入れられている低所得の若年層や高齢単身世帯の居住を配慮
した計画が策定されていない。結局、名古屋駅周辺への都市機能の集中は地価高騰など生
活費用の高騰を招くだけで、当該三小学校区などを生活の基盤としている人々の居住地を
奪う恐れがある。再開発事業の実施にあたり、低額所得単身世帯層への十分な配慮が必要
である。
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